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1.  事業概要 

 

  事業の背景 
 

 平成 24 年 7 月の再⽣可能エネルギー電気の固定価格買取制度（FIT）の運⽤開始以降、

⼤規模な⽊質バイオマス発電施設の増加に伴い、燃料材の利⽤が拡⼤しています。⼀⽅

で、燃料の輸⼊が増加するとともに、間伐材・林地残材を利⽤する場合でも、流通・製造

コストがかさむなどの課題がみられるようになりました。 

 このため、森林資源をエネルギーとして地域内で持続的に活⽤するための担い⼿確保か

ら発電・熱利⽤に⾄るまでの「地域内エコシステム」（地域の関係者連携のもと、熱利⽤

⼜は熱電併給により、森林資源を地域内で持続的に活⽤する仕組み）の構築に向けた取り

組みを進める必要があります。 

 

 

  事業の目的 
 

 「地域内エコシステム」モデル構築事業のうち実施計画の精度向上⽀援（以下、本事業

という）は、林野庁補助事業「令和３年度⽊材需要の創出・輸出⼒強化対策のうち「地域

内エコシステム」推進事業」のひとつとして実施されました。 

本事業は、「地域内エコシステム」の全国的な普及に向けて、既に F/S 調査（実現可能

性調査）が⾏われた地域を対象として公募により選定し、選定地域における同システムの

導⼊を目的として、地域の合意形成を図るための地域協議会の運営⽀援を⾏いました。ま

た、協議会における検討事項や合意形成に資する情報提供、既存データの更新等に関する

調査を⾏いました。 

 本書は、埼玉県小川町「地域内エコシステム」モデル構築事業の実施内容等をとりまと

めたものです。 

 

 

  



 

 

 

 

 

 

 

  

「地域内エコシステム」とは 

〜⽊質バイオマスエネルギーの導⼊を通じた、地域の⼈々が主体の地域活性化事業〜 
 
集落や市町村レベルで小規模な⽊質バイオマスエネルギーの熱利⽤または熱電併給によっ

て、森林資源を地域内で持続的に活⽤する仕組みです。これにより山村地域等の活性化を実

現していきます。 

「地域内エコシステム」の考え方 

• 集落が主たる対象（市町村レベル） 

• 地域の関係者から成る協議会が主体 

• 地域への還元利益を最⼤限確保 

• 効率の⾼いエネルギー利⽤（熱利⽤または熱電併給） 

• FIT（固定価格買取制度）事業は想定しない 

図 1-1 「地域内エコシステム」構築のイメージ 



 

  事業スケジュール  

 本事業における全体スケジュールは、下記のとおり、採択地域が決定後、地域の支援等を

すすめ、翌年３月に成果報告会を開催し、本書をとりまとめました（表 1-1、図 1-2）。 

 

表 1-1 事業の概要 

公募期間 令和 3 年 5 月 24 日（月）から令和 3 年 6 月 18 日（金） 

審査結果通知 

（採択地域決定） 
令和 3 年 7 月上旬 

第 1 回地域集合研修 

（事業説明会） 

令和 3 年 7 月 12 日（月）13：30～15：30 

（Zoom によるWeb 開催） 

第２回地域集合研修 

（専門家による講演・ 

地域の取組報告） 

《テーマ１》 

令和 3 年 11 月 29 日（月）9：30-12：30 

「地域における様々な連携による木質バイオマスエネルギー利用」 

森林総合研究所 九州支所 森林資源管理研究 G  

主任研究員 横田 康裕氏 

《テーマ２》 

令和 3 年 11 月 29 日（月）14：00-17：00 

「ESCO・民間協力による木質バイオマスエネルギー利用」 

株式会社バイオマスアグリゲーション 

代表取締役 久木 裕氏 

《テーマ３》 

令和 3 年 12 月 2 日（木）14：00-17：00 

「木の駅や未利用材活用の取り組み」 

一般財団法人 学びやの里 

事務局長 江藤 理一郎氏 

《テーマ４》 

令和 3 年 12 月 3 日（金）14：00-17：00 

「計画的な木質バイオマスボイラー導入に向けて」 

岩手大学 農学部 森林科学科 

准教授 伊藤 幸男氏 

（全て Zoom によるWeb 開催） 

成果報告会 

（25地域の成果発表） 

令和４年 3 月 1 日（火）から 3 月 31 日（木） 

（パワーポイント録画発表を Web 公開） 

 



図 1-2 事業全体スケジュール 



 

2.  ⽀援内容等とりまとめ 

本事業による⽀援内容等について、実施項目ごとに下記にとりまとめます。 
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3.  総括 

 

  まとめ 
本事業による⽀援内容等について、実施項目ごとに下記の通りとりまとめます。 

 

（1） 全般 

 町内の既存薪ユーザーにヒアリングを⾏うことにより、現状の薪原料調達経路の傾

向や製造上のニーズ等を把握することができた。今回ヒアリング対象とした、従前

から薪利⽤を⾏っている町⺠においては、親族や知⼈等を介し山主から直接原料丸

太を安価または無料で調達し、⾃⾝で薪製造を⾏っているケースが多かった。 

 ⼀⽅、町内には移住者や中小事業者等、⾥山整備への貢献を志向して薪ストーブの

新規導⼊を⾏っているプレーヤーもいるものの、町産材薪の調達経路の確保に苦労

しているケースも⾒られた。本事業では町内広域的な薪需要調査にまでは⾄らなか

ったが、今後も同様の課題・ニーズが増加していくものと考えられる。 

 有機農業が盛んな小川町の特性上、町⺠⾃⾝でチェンソーや重機、薪割機や軽トラ

ック等を有し、また扱える⼈材が多い。他⽅、森林の材を伐採・搬出できる⼈材と

しては、埼玉県中央部森林組合および極一部の自伐林家に限られており、小規模林

地・里山での森林整備を行える山の担い手育成が急務となっている。 

 

（2） 川上・川中（薪製造） 

 協議会関係者を中心に、実際に材の伐出から薪の製造までを実践してみることが今

年度の目標の⼀つであった。直接山主からの了承を得て対象エリア（小瀬田近傍）

を選定できたことで、上記ワークショップを実施することができた。 

 材の伐出・薪製造のワークショップを経て、町産材の利⽤可能量を増やしていく上

では、伐倒に加えて搬出（及び道づくり）を担える体制・⼈材を確保していくこと

が重要となることを、関係者間で再認識した。 

 小川町の森林資源の燃料利⽤を考えた場合、針・広葉樹共に扱えること、また現状

の薪ニーズが個⼈利⽤を中心とした小規模分散型であることを考慮する必要があ

る。ワークショップで薪割の実践・機種比較を⾏った結果、高性能薪割機（⾃動投



 

⼊型や破砕⼒⼤のもの）での集約化を図るよりも、従来型の油圧薪割機の⽅が可搬

性が良く、サイクルタイムも短いため実⽤的であることがわかった。 

 従来型の油圧薪割機利⽤で、直径 40cm 程度までは広葉樹でも問題なく破砕できる

ことがわかった（部位によっては⼀部芯を外す等の工夫は必要）。また、針葉樹丸

太 1 本（杉、全⻑ 16m）の薪割作業を⾏ったところ、玉切り済みの状態から 2 名

体制で、30 分程度で薪割作業が完了した。 

 上記伐採直後の杉丸太 1 本分の重量および体積を計測したところ、重量 0.26 ト

ン、体積 0.3m3 弱となり、比重は約 0.89t/m3 となった。文献値と比較し、水分

率としては湿量基準で約 60%であることがわかった。薪利⽤に適した水分率まで

低下させるために実際にどの程度の期間・条件を要するかは、今後の検討課題であ

る。 

 前述の通り、町内にはチェンソーや軽トラックを有する町⺠も多い。⽴⽊の伐倒と

⼟場までの搬出を担える体制・⼈材さえ確保できれば、町⺠参画の形式でも問題な

く薪製造および薪利⽤が⾏える⾒込みが得られた。 

 

（3） 川下（薪利用） 

 当初町内公共施設への薪ボイラー導⼊を想定したが、年間通じて⼀定規模の熱需要

を有する有望施設がなく、目下町⺠への薪利⽤普及を優先する⽅針とした。 

 今年度新たに薪ストーブを導⼊した小川っ子保育園およびサテライトオフィス

NESTo を対象に、実際の薪利⽤量の調査を⾏った。2022 年 1〜2 月のうち数⽇間

の利⽤記録を作成してもらい、薪利⽤量の平均値を算出した結果、小川っ子保育園

は 24.7kg/⽇、サテライトオフィス NESTo では 20.7kg/⽇という結果となった。 

 ワークショップで実際に伐採・計測した杉丸太を基準とした場合、薪利⽤に際し年

間どの程度の⽴⽊本数が必要になるかを試算した。試算の結果、小川っ子保育園、

サテライトオフィス NESTo 共に 20 本程度の丸太が確保できれば年間需要を賄える

⾒込みとなった。 

 ワークショップで伐採した杉丸太では、玉切り状態からの薪割りで約 30 分を要し

た。年間 20 本の丸太に換算すると、薪割の作業時間としては 10 時間相当となり、

薪割機 1 台で 2-3 ⽇、2 台あれば 1-2 ⽇程度の作業⽇数となることが⾒込まれる。

今回調査対象とした小川っ子保育園とサテライトオフィス NESTo は⼈的交流も多

い事業者であることから、継続的な材の確保さえできれば、薪割りイベント等を通

じ、薪の⾃主製造ができる可能性が十分にあると考えられる。 



 

  今後の展開 
本事業に係る今後の展開等について、下記にとりまとめます。  

 

（1） 全般 

小川町としては、森林整備の担い⼿を町内に増やしていくことが継続課題である。よっ

て、できる限り山の関係⼈口を増やし、担い⼿育成のための実習講習等の機会創出を⾏う

ことを念頭におきつつ、その後の利⽤先確保に向けた薪ストーブ普及を並⾏して⾏ってい

く。令和 4 年度、目下の取り組みとして、町では町⺠向けの再⽣可能エネルギー導⼊助成

⾦を予算化しており、薪ストーブについても助成を⾏う予定である。 

 

（2） 川上・川中 

本年度事業においては、特定エリアにおいて実際の材の伐出から薪製造、薪ユーザーま

での運搬（小川っ子保育園が⾃ら実施）までを実施することができた。次年度以降、下記

項目を調査した上、継続的かつ普及的な取り組みとしていくための枠組みを検討する。 

 山林整備および材利⽤希望のある山主情報収集・ヒアリング調査 

 町内既存の薪製造・販売業者へのヒアリング調査 

 薪利⽤のための水分率低下に要する期間・条件調査 

 町⺠参画型の薪割イベントの検討（本年度はコロナ禍の影響もあり、直接的な関係

者に参加者を絞って実施したため、広く公募する形での開催を検討） 

 

（3） 川下 

薪ストーブ導⼊助成等の普及施策と合わせ、町⺠が薪ストーブ導⼊をより積極的に検討

できるような情報提供や条件整理を⾏うべく、下記項目の調査・検討を⾏う。 

 町内薪需要の広域的調査（薪ストーブユーザーやキャンプ場等） 

 薪ストーブ導⼊事例の整理と広報⽤資料作成 

 川中調査・検討と合わせた、町産材薪の調達経路の情報整理 
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